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作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

設 定 ⽇
信 託 期 間
決 算 ⽇
信 託 報 酬

2021年5⽉25⽇
2031年9⽉22⽇まで
原則、毎⽉20⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率1.65％（税抜1.50％）

基 準 価 額 11,081円
純資産総額 5,906(百万円)

・ 基準価額および純資産総額︓ベビーファンドベース

■設定来の基準価額の推移
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分配⾦再投資基準価額

基準価額

• 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。

■基準価額（税引前分配⾦再投資）の騰落率

1ヵ⽉ 4.96%
3ヵ⽉ 6.86%
6ヵ⽉ 17.16%
1年 24.84%
3年 -

設定来 19.25%

ファンド

■分配実績（1万⼝当たり、税引前）
決算期 分配⾦

第30期(2023年11月20日) 0円
第31期(2023年12月20日) 0円
第32期(2024年1月22日) 50円
第33期(2024年2月20日) 50円
第34期(2024年3月21日) 50円

直近1年間累計 150円

設定来累計 800円

・ 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
・ 税引前分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。
・ 基準価額は信託報酬控除後の価額です。信託報酬

率については上記「信託報酬」欄をご参照ください。

• 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない場合があります。

上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

(円)

■基準価額の変動要因
2024年2⽉ 2024年3⽉ 設定来

資産 -128円 498円 -948円

為替 224円 52円 3,684円

信託報酬 -15円 -15円 -480円

分配⾦ -50円 -50円 -800円

その他 -4円 -10円 -375円

基準価額変動 27円 475円 1,081円

・ 上記は概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありません。
傾向を知るための参考値としてご覧ください。
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■国／地域別組⼊⽐率

■組⼊上位10銘柄
※組⼊⽐率グラフについては、四捨五⼊により合計が100%にならないことがあります。

作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

マンスリーレポート

◆「シュローダー・インターナショナル・セレクション・ファンド グローバル・シティーズ クラスI投資証券」のマスターファンドを指します。
グラフや表における業種は、GICS(世界産業分類基準）の分類、国／地域別は、原則として当該銘柄が主に取引されている取引所の所在国に基づき、マ
スターファンドの投資運⽤会社が作成した分類により表記しております。なお、国／地域別、通貨別、業種別の組⼊⽐率および組⼊上位銘柄の各組⼊⽐
率は、マスターファンドにおける純資産⽐です。

上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。
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集合住宅⽤リート
各種リート
ヘルスケアリート
⼀⼾建て住宅⽤リート
不動産運営会社
トランクルームリート
オフィスリート
ホテル・リゾートリート
その他
キャッシュ等

銘柄名 国／地域 業種 投資⽐率
1 プロロジス ⽶国 ⼯業⽤リート 5.5%
2 エクイニクス ⽶国 データセンターリート 5.2%
3 サイモン・プロパティ ⽶国 店舗⽤リート 5.1%
4 デジタル・リアルティ ⽶国 データセンターリート 4.6%
5 インビテーション・ホームズ ⽶国 ⼀⼾建て住宅⽤リート 3.6%
6 三井不動産 ⽇本                     各種不動産事業 3.5%

7 ウェルタワー ⽶国 ヘルスケアリート 3.4%

8 パブリック・ストレージ ⽶国 トランクルームリート 3.4%
9 三菱地所 ⽇本                     各種不動産事業 3.1%
10 レックスフォード・インダストリアル・リアルティ ⽶国 ⼯業⽤リート 2.8%

■通貨別組⼊⽐率

マザーファンドの主要投資対象である
「シュローダー・インターナショナル・セレクション・ファンド グローバル・シティーズ（◆）」の概要

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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■業種別組⼊⽐率■ポートフォリオの特性値
ポートフォリオ

 配当利回り 3.7%

・ 配当利回りは、過去1年の配当実績
と株価から計算しており、上記はポート
フォリオにおける平均値です。

(銘柄数:    58銘柄)

■資産配分⽐率
⽐率

 リート 80.4%

 株式 18.2%

 キャッシュ等 1.4%

合計 100.0%
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■組⼊上位10銘柄の銘柄概要とESGポイント

作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

マンスリーレポート

上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

組⼊銘柄 国／地域 業種

10 レックスフォード・インダストリアル・リアルティ ⽶国 ⼯業⽤リート
⽶国最⼤の⼯業市場である南カリフォルニアにおいて、インフィル市場（内装・設備）に焦点を当てた⼯業⽤不動産の取得、保有、
運営を⼿掛ける。運営する物流施設の環境パフォーマンスをクラウドベースのソフトウェアを⽤いて計測、また、積極的に既存施設の
改修、リポジショニングを通じて地域コミュニティへの貢献を促進。

オフィスビル、商業施設、マンションの開発、販売などを実施する⽇本の⼤⼿デベロッパー。低炭素化社会の実現に貢献するため、中
⻑期的な温室効果ガス排出削減⽬標を策定しており、科学的根拠に基づく排出削減⽬標イニシアチブから承認を受けている。

7 ウェルタワー ⽶国 ヘルスケアリート
⽶国を中⼼にカナダ、英国で⾼齢者向け住宅や急性期後のケア施設などを所有する不動産投資信託。環境負荷を減らすため、エ
ネルギー使⽤削減⽬標を設定(2025年までに温室効果ガス排出量、エネルギー、⽔使⽤量を10％削減)し、テナントと協⼒して更
なる省エネイニシアチブに取り組むため、投資を実施。

8 パブリック・ストレージ ⽶国 トランクルームリート

⽶国を中⼼にカナダ、欧州で個⼈向け貸倉庫を所有、管理、運営する不動産投資信託。LED照明への更新、太陽光発電パネル
の設置、灌漑システムの更新を通じて温室効果ガス排出量、エネルギー、⽔使⽤量を削減。

9 三菱地所 ⽇本                     各種不動産事業

オフィスビル、商業施設、ホテル・リゾートなどを開発、運営する⽇本の⼤⼿デベロッパー。⻑期経営ビジョン「VISION 2025」では、グ
ループの理念に基づきESG課題に取り組むことでサステナブルな社会を実現し、継続的な利益成⻑を推進することを⽬標としている。

4 デジタル・リアルティ ⽶国 データセンターリート
グローバル49都市においてコロケーション、相互接続ソリューションのデータセンターを提供する⽶国の不動産投資信託。セクター内で
はリーディングカンパニーとして、サステナビリティの取り組みは注⽬を集めており、Energy StarやGreen Lease Leadersアワードを
受賞。

5 インビテーション・ホームズ ⽶国 ⼀⼾建て住宅⽤リート
⽶国主要16都市に8万件以上の賃貸住宅を所有する不動産投資信託。電気料⾦を最⼤15%節約することを⽀援するためス
マート・ホーム・テクノロジーを導⼊、HVAC（暖房・換気・空調システム）への更新を実施し、エネルギー使⽤量を抑制。省エネ型製
品の環境ラベリング制度ENERGY STAR認証を取得するリノベーション戦略を推進。

6 三井不動産 ⽇本                     各種不動産事業

⽶国の主要都市においてショッピングモール、アウトレットモールを所有、運営する不動産投資信託。環境フットプリントを削減しながら
社会インパクトを⾼めることにコミットメントを設定。セクター内で優位性が認められ、NAREITからRetail Leader in the Light
Awardを受賞。

1 プロロジス ⽶国 ⼯業⽤リート
物流施設のグローバルリーダー。施設性能や規模・⽴地等において⼀定以上の要件を満たした先進的な物流施設を提供。S＆
P100構成銘柄の不動産会社として初のカーボンニュートラルを達成。2025年までに太陽光発電の容量を400MWh、エネルギー
効率性の⾼いLED照明100％とする⽬標を設定。

2 エクイニクス ⽶国 データセンターリート
⽶国のデジタル・インフラストラクチャー企業。コロケーションや相互接続ソリューションを備え、5⼤陸60以上の市場で220以上のデー
タセンターを展開し、デジタル社会の発展に貢献。再⽣可能エネルギー100%を⽬標とし、⽶国PPA(電⼒購⼊契約)の最⼤のカウ
ンターパーティーの1社。

3 サイモン・プロパティ ⽶国 店舗⽤リート

※ 上記の銘柄は、参考として掲載するものであり、個別銘柄の推奨もしくは当該銘柄の価格の上昇⼜は下落を⽰唆することを⽬的とするものではあ
りません。また、当ファンドが当該銘柄を常に保有していることを⽰すものではなく、当ファンドが今後当該銘柄に対して何らかの投資活動をとるかどう
かについて⼀切⾔及もしくは⽰唆するものではありません。

※ 銘柄はご参考のため、英⽂表記の⼀部をカタカナで表記しております。実際の発⾏体名と異なる場合があります。
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■⽉次コメント

作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

マンスリーレポート

上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

【市場概況】
2024年3⽉、世界の不動産株式・REIT市場は上昇しました。⽶国では2⽉の雇⽤統計で前⽉分が下⽅修正された⼀⽅、第4四半期GDP確定値が上⽅
修正されました。FOMCではFRBの政策⾦利⾒通しで年内3回としていた利下げ予想を据え置き、⽶⻑期⾦利は⼩幅に低下しました。欧州でもドイツの10

年国債⾦利は低下し、ドイツDAX指数は最⾼値を更新したほか、⽇経平均株価も最⾼値を更新するなど、株式市場は堅調に推移しました。⽇銀は⾦融
政策決定会合でマイナス⾦利政策の解除などを決定しましたが、緩和的な⾦融環境の継続が意識され、⽶ドル円は⽶ドルに対し円安が進⾏しました。
FTSE EPRA NAREIT DEVELOPED指数(ネット)は、前⽉末⽐で⽶ドルベースで+3.45%のプラスのリターンとなりました。地域別では、スウェーデン、⽇本、
オーストラリア、ドイツなどを中⼼に上昇した⼀⽅、⾹港、中国は下落しました。セクター別では欧州のオフィスリートや住宅⽤リート、店舗⽤リートなど全体的に
上昇しましたが、データセンターは下落しました。

【運⽤概況】
3⽉末の基準価額（分配⾦再投資後）は、投資先ファンドである⽶ドルベースのシュローダー・インターナショナル・セレクション・ファンド グローバル・ シティーズ
（クラスI投資証券）で投資する不動産株式・REITが上昇したほか、為替が円安へ推移したためプラスに影響し、当ファンドの基準価額は前⽉末⽐で
+4.96%のプラスとなりました。
個別銘柄では、⽇銀による利上げが市場で好感されるなか、⽇本経済全体に対する信頼の⾼まりの恩恵を受けた三菱地所および三井不動産（各種不
動産事業）の保有、3⽉に格下げされ、他の同業他社とある程度収束する形となったプロロジス（⽶国の⼯業⽤リート）のアンダーウェイトがプラスに影響し
ました。投資家は沿岸地域での供給増に注⽬しており、それが⼀部地域で賃料の伸びの下押し要因となっています。
⼀⽅、第4四半期の決算で予想以上の経費増加を受け、今後の利益成⻑に対する市場期待が低下したサン・コミュニティーズ（⽶国の⼀⼾建て住宅⽤
リート）、2⽉までの上昇からの反動と国債利回りの変動やデータセンターへの否定的レポートの影響を受けたデジタル・リアルティ（⽶国のデータセンターリー
ト）、消費財へのエクスポージャーが⾼く、⾹港内では⽐較的有利な⽴場にあるものの、深圳との競争激化に直⾯する⾹港の⼩売業に対するセンチメント悪
化を受けたリンク・リアル・エステート（⾹港の店舗⽤リート）の保有がマイナスに影響しました。
当ファンドでは3⽉、⽶国で年初来好調に推移していたデジタル・リアルティ（データセンターリート）を⼀部売却したほか、上値が限定的と予想されるフェデラ
ル・リアルティ・インベストメント（店舗⽤リート）を全売却しました。またネット・リース会社（各種リート）のブロードストーン・ネット・ リースとエッセンシャル・プロ
パティーズ・リアルティを新規購⼊しました。この2社は同セクターの競合他社が資本制約に直⾯するなか、より付加価値の⾼い取引を⾏うことで、収益を拡⼤
する可能性を有しているとみています。

【今後の⾒通し】
当ファンドでは、競争⼒の⾼い都市に物件を持ち、サステナビリティの観点から魅⼒的な銘柄を厳選することでポートフォリオを構築しています。投資銘柄の選
定や配分決定プロセスにおいて独⾃のESG分析を活⽤しています。運⽤チームは、引き続き、不動産市場での変化のトレンドから恩恵を受けると考えられる
銘柄、特にデジタル経済の台頭をサポートする銘柄を選好する⽅針です。運⽤チームは、これらのトレンドが今後も進展し、3年〜5年の投資期間にわたって
ポートフォリオのパフォーマンスを向上させると考えています。
2024年2⽉からの上昇を継続し、2024年3⽉の当ファンドのパフォーマンス（⽶ドルベース、クラスI投資証券）はプラスとなり、年初来ではほぼ横ばいとなりま
した。
⽇本のコーポレート・ガバナンスに対するセンチメントの改善、株主配当増額への期待の⾼まりといった楽観的な⾒通しが海外投資家を⽇本市場へ惹きつけ
ており、⽇本のデベロッパーがグローバル不動産セクターの上昇をけん引しました。また、予想より強い⽶国の消費者⼼理、より楽観的な⾒通し、⾼⽔準で持
続可能な配当が追い⾵となり、店舗⽤リートも好調に推移しました。⼀⽅で、年初来のパフォーマンスが好調であったデータセンターは、主要企業の1社である
エクイニクスを標的とした空売りを推奨するレポートなどが影響し、アンダーパフォームしました。
否定的なメディア報道は、レバレッジが⾼く、主に⾮上場不動産オフィス企業に焦点が当てられていますが、オフィスが上場不動産セクターのごく⼀部を占める
にすぎないという事実は⾒落とされています。他のセクターと⽐較して、上場不動産は引き続き魅⼒的なバリュエーションであり、堅調な収益と⾼配当を備え、
将来のさまざまなマクロ経済シナリオを乗り切る上で有利な⽴場にあるといえるでしょう。
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マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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■投資リスク

販売⽤資料（⽉次改訂）

シュローダー・アジアパシフィック・エクセレント・カンパニーズ
マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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■投資リスク

販売⽤資料（⽉次改訂）

シュローダー・アジアパシフィック・エクセレント・カンパニーズ
マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

投資対象ファンドにおけるサステナビリティ基準について

主要投資対象ファンドであるシュローダー・インターナショナル・セレクション・ファンド グローバル・シティーズ ク
ラスＩ投資証券（ファンド）は持続可能な投資を⾏うという投資⽬的（欧州サステナブル投資開⽰規
則9条︓Article 9 SFDR）を有します。

※この投資⽬的を有するファンドは、その結果として⼀部の企業、業界、セクターに対するエクスポージャーが限られる可能
性があり、サステナビリティ基準に合致しない⼀定の投資機会を⾒送ったり、特定の保有銘柄を処分する可能性がありま
す。持続可能な投資を⾏うファンドは、類似の投資基準を適⽤しない他ファンドをアンダーパフォームする可能性があります。
持続可能な投資の構成について投資者間で異なる⾒解を有する可能性があるため、ファンドは特定の投資者の信念お
よび価値を反映しない企業にも投資する可能性があります。

サステナビリティ基準︓

投資運⽤会社は、投資対象の絞り込みにおいてサステナビリティ基準に基づく分析を実施します。
投資可能なユニバースは、以下の2段階においてサステナビリティ指標を⽤いて分析され、サステナビリティ
評価が相対的に低い銘柄は除外されます。

■ ステージ1では、都市スコアの策定を実施し、企業が所有する物件のロケーションを定量的に評価しま
す。
投資可能なユニバースのうち、環境と社会的な指標による評価スコアが低い企業は除外されます。
■ ステージ2では、シュローダー独⾃および外部機関のサステナビリティ分析ツールを⽤いて、企業のサステ
ナビリティ評価を実施します。
投資可能なユニバースのうち、サステナビリティ評価の下位4分の1に属する企業は除外されます。

投資運⽤会社は、環境へのインパクトの緩和や企業活動に付随する関係者とのリレーションシップなどの
観点から、投資対象企業がサステナビリティに対して明確なコミットメントを⽰すことを期待し、建設的対話
を⾏うことがあります。
投資運⽤会社は、独⾃の調査とサステナビリティ分析ツールを利⽤し、分析を実施します。外部機関の調
査は、独⾃の⾒解を補完する材料となります。
投資運⽤会社は、ファンドの純資産総額の90％以上がサステナビリティ基準に適合することを確保します。
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お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、
ご⾃⾝でご判断ください。

マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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※お申込みの際は、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご確認ください。

マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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■ファンドの関係法⼈

委託会社︓シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 [設定・運⽤等]
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第90号
加⼊協会／⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、
⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社︓三井住友信託銀⾏株式会社 [信託財産の管理等］

販売会社︓販売会社については、下記ご参照（五⼗⾳順）。 ［募集の取扱い等］

本資料に関するご留意事項
■本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」といいます。）が設定した投資信託に関する商品説明資料であり、法令に基づく開⽰書
類ではありません。■投資信託は、⾦融機関の預貯⾦と異なり、元⾦および利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預⾦または保険契約ではなく、預
⾦保険および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀⾏等登録⾦融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護基⾦の⽀払対象で
はありません。■本資料に⽰されている運⽤実績、データ等は過去のものであり、将来の投資成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。投資資産および投資に
よりもたらされる収益の価値は上⽅にも下⽅にも変動し、投資元本を毀損する場合があります。また外貨建て資産の場合は、為替レートの変動により投資価値が変動し
ます。■本資料は、作成時点において弊社が信頼できると判断した情報に基づいて作成されておりますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全性について、これを保
証するものではありません。■本資料中に記載されたシュローダーの⾒解は、策定時点で知りうる範囲内の妥当な前提に基づく所⾒や展望を⽰すものであり、将来の動向
や予測の実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく変更する場合があります。■本資料中に個別銘柄についての⾔及がある
場合は例⽰を⽬的とするものであり、当該個別銘柄等の購⼊、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また当該銘柄の株価の上昇または下落等を
⽰唆するものでもありません。■本資料中に含まれる第三者機関提供のデータは、データ提供者の同意なく再製、抽出、あるいは使⽤することが禁じられている場合があ
ります。第三者機関提供データはいかなる保証も提供いたしません。第三者提供データに関して、本資料の作成者あるいは提供者はいかなる責任を負うものではありませ
ん。■お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。

マンスリーレポート

シュローダー・
グローバル・リート
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

登録番号 ⽇本証券業協会
⼀般社団法⼈

⽇本投資
顧問業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物

取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品

取引業協会
株式会社SBI証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○
株式会社SBI新⽣銀⾏(委託⾦融商品
取引業者 株式会社SBI証券) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

ＦＦＧ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 福岡財務⽀局⻑（⾦商）第5号 ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第169号 ○

株式会社佐賀銀⾏ 登録⾦融機関 福岡財務⽀局⻑（登⾦）第1号 ○ ○

株式会社荘内銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第6号 ○

第四北越証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第128号 ○

株式会社千葉銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第39号 ○ ○

株式会社⿃取銀⾏ 登録⾦融機関 中国財務局⻑（登⾦）第3号 ○

株式会社富⼭第⼀銀⾏ 登録⾦融機関 北陸財務局⻑（登⾦）第7号 ○

株式会社広島銀⾏ 登録⾦融機関 中国財務局⻑（登⾦）第5号 ○ ○

フィリップ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第127号 ○ ○

株式会社北都銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第10号 ○

三井住友信託銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第649号 ○ ○ ○

株式会社横浜銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第36号 ○ ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

⾦融商品取引業者等の名称
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